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② 施設の課題 

■老朽化対応 

 本庁舎及び消防署は、防災上重要な施設であることも踏まえ、築後 40年以上を経過する

本庁舎、消防署分署（２施設）の老朽化に伴う、安全性の確保や施設の効率的な維持・

更新。 

■管理運営効率化 

 施設規模の大きい本庁舎、消防本部庁舎では、維持管理費の占める割合が比較的高いこ

とから、維持管理方法や改修の効率化による管理運営コストの縮減。 

 

③ 施設類型別再編方針 

 施設用途の多機能化等、施設のあり方について検討する。 

 更新の際には、防災機能を強化するとともに、複合化や PPP 等の民間活力の導入による

効率化を検討する。 

 引き続き長寿命化に向けて適切な保全を実施する。 

敷地・建物の利用可能スペースの民間貸付けを検討し、維持管理・運営の効率化に併せ

て施設サービスの向上を図る。 
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（1144）市営住宅  

① 施設概要 

NNoo..  施施設設名名  地地区区  整整備備年年月月  敷敷地地面面積積  延延床床面面積積  運運営営方方法法等等  

62  川岸住宅 下戸田 S46.3 1,701  916 直営 

63  柳原住宅 新曽 S47.3 1,134 1,430 直営 

64  もくせい住宅 下戸田 S53.3  811  905 直営 

65  後谷住宅 上戸田 S54.3 1,562 1,260 直営 

66  笹目夏浜住宅 笹目 S62.8 1,407 1,586 直営 

67  笹目中居田住宅 笹目 H8.1 1,002 1,496 直営 

68  下前住宅 下戸田 H13.1 2,700 2,722 直営 

69  下笹目住宅 笹目 H21.4 2,054 3,411 直営 

公営住宅法に基づき、住宅に困窮する低所得者に対して、安価な家賃で住宅を提供することによ

り、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的に、市営住宅を 8施設設置している。 

 
【施設配置図】 
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② 施設の課題 

■老朽化対応 

 築後 40 年以上を経過する市営住宅（４施設）の老朽化に伴う、安全性の確保や施設の効

率的な維持・更新。 

■管理運営効率化 

 下笹目住宅、下前住宅等、施設規模が大きく、比較的築年数の新しい施設を多く抱えて

いることを踏まえた、長期的な視点での施設の維持・更新の効率化。 

 

③ 施設類型別再編方針 

 市営住宅の需要（低所得者等の動向）を見据え、老朽化により更新時期を迎えた建物を

家賃補助制度に切り替える等により、新たな住宅政策によるサービスの効率化を検討す

る。 

 今後も計画的に順次改修を行っていく。 

第４章 方針の推進に向けて 

 

38 

 

 

 

 

１．方針の実施に向けて 

((11)) 個別施設評価の実施  

今後、公共施設マネジメントを推進していくにあたり、財政負担の軽減及び平準化を図る

ための長寿命化を行いつつも、市民ニーズや地域の状況、社会情勢等に対応していく必要が

ある。「再編」「保全」「財源確保」を一体的に推進し、施設の「安全性の確保」「財政負担の

軽減」「行政需要への適合」が図られた施設づくりを推進していく。 

そのために、本方針に基づく実行計画として、公共施設マネジメントアクションプラン及

び施設評価に基づき個別事業の実施及び進捗管理をしていく。具体的には、施設の状況につ

いて、常に現状把握に努めながら、「個別施設評価」として、５年に１度、定量的かつ定性的

な評価を行うこととする。施設寿命が到来する前の段階で、公共施設の方向性についての定

期的な検討を重ねた上で、個別事業を実施していく。 

図 4-1 個別施設評価の評価スキーム 

第４章 方針の推進に向けて 
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11）現状把握 

  個別施設ごとに、利用状況、維持管理コスト、老朽化状況及び施設健全度などを常に収集・

把握し、施設データの更新・蓄積を行うことで、コスト削減額や利用状況の改善など、公共施

設再編方針の進捗状況の確認を行う。

また、市民ニーズや社会状況等の公共施設を取り巻く環境についても把握に努め、個別事業

を実施する際の基礎データとして活用する。

22）施設評価 

  ① 評価方法

【１次評価】施設所管部門で施設カルテを作成し、利用状況、維持管理コスト、老朽化状況

及び施設健全度といった定量的な視点で評価を行う。

  【２次評価】１次評価結果を基に、本方針で施設類型ごとに示す方向性を踏まえ、市域内

の配置状況や配置の経緯、市民ニーズや社会状況等の要素を加えた評価を行う。

  【総合評価】２次評価結果を基に、施設所管課とファシリティマネジメント担当部門との協

議により評価を行う。

  ② 評価結果

   総合評価結果については、「継続」「改善」「見直し」「廃止」の４区分とし、結果に応じて、

  以下の方向性で検討していくこととし、推進体制に諮っていく。

図 4-2 個別施設評価の評価方法

第４章 方針の推進に向けて 
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表 4-1 ２次評価方法 

＜事前協議の際の確認・検討項目（例）＞ 

 公共施設再編方針及び公共施設マネジメントアクションプランとの整合性 

 「基本方針」との整合性 

 「施設類型別再編方針」との整合性 

 「公共施設マネジメントアクションプラン」との整合性 

 事業の必要性 

 上位計画等との位置づけ（総合振興計画、市条例等） 

 法的位置づけ（法律上の設置義務等） 

 施設の立地、利用状況 

 施設のニーズ、充足状況 

 施設の機能・規模 

 導入機能の状況（複合化に伴う機能連携等） 

 導入規模の状況（施設ボリュームの削減等） 

 事業性（コスト縮減や効率化の取組） 

 事業主体・役割分担（PPP/PFI等の民活手法導入の可能性等） 

 コスト・使用料収入の状況 

 期待される効果（費用対効果、定性的効果、税収増等） 

 事業上の留意点（公共側のリスク負担等） 

 

（22）個別施設評価に基づく取組  

  「継続」「改善」「見直し」「廃止」といった評価結果に基づき、個々の施設の中長期的な個別

施設計画を策定し、計画に従った取組を実行していく。 

市民サービスに大きな影響を与える取組を実行するに当たっては、市民に与える影響を多角

的に検討するとともに、市民意見等の反映に努める。 

また、各個別事業の推進に当たっては、次の点を考慮していく。 

 

1）施設の複合化の推進 

公共施設再編方針の基本方針においては、施設の有効活用の項目で、「更新する場合は可

能な限り複合的な機能をもつ施設とする」ことを定めている。 

今後の個別事業における複合化の検討に当たっては、次頁に示す主な施設類型ごとの複

合化による効果や留意点等を十分に考慮した上で進めていくものとする。 
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 「公共施設マネジメントアクションプラン」との整合性 

 事業の必要性 

 上位計画等との位置づけ（総合振興計画、市条例等） 

 法的位置づけ（法律上の設置義務等） 

 施設の立地、利用状況 

 施設のニーズ、充足状況 

 施設の機能・規模 

 導入機能の状況（複合化に伴う機能連携等） 

 導入規模の状況（施設ボリュームの削減等） 

 事業性（コスト縮減や効率化の取組） 

 事業主体・役割分担（PPP/PFI等の民活手法導入の可能性等） 

 コスト・使用料収入の状況 

 期待される効果（費用対効果、定性的効果、税収増等） 

 事業上の留意点（公共側のリスク負担等） 

 

（22）個別施設評価に基づく取組  

  「継続」「改善」「見直し」「廃止」といった評価結果に基づき、個々の施設の中長期的な個別

施設計画を策定し、計画に従った取組を実行していく。 

市民サービスに大きな影響を与える取組を実行するに当たっては、市民に与える影響を多角

的に検討するとともに、市民意見等の反映に努める。 

また、各個別事業の推進に当たっては、次の点を考慮していく。 

 

1）施設の複合化の推進 

公共施設再編方針の基本方針においては、施設の有効活用の項目で、「更新する場合は可

能な限り複合的な機能をもつ施設とする」ことを定めている。 

今後の個別事業における複合化の検討に当たっては、次頁に示す主な施設類型ごとの複

合化による効果や留意点等を十分に考慮した上で進めていくものとする。 
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【施設の複合化により期待される効果・留意点など】 

施設 

類型 

複合化が 

期待される 

主な施設類型 

 

複合化の効果 
複合化を行う

上での留意点 （諸室・機能の例） 

共通事項 － －  敷地（公有財産）の有効活用 

 共用部や一部諸室の共用等による施設規模の

削減 

 人員の削減や設備等の共用管理など、維持管

理・運営コストの削減 

 複合化によるスケールメリットの創出 

 施設範囲、管

理区分の明確

化 

 複合施設間の

管理体制の明

確化 

 各施設での防

犯機能の確保 

コミュニティ 

関連施設 

図書館・博物館 

高齢者福祉・保

健施設 

スポーツ施設 

 

文化施設 

小学校 

中学校 

庁舎等 

保育園 

児童施設 

図書室、視聴覚室 

医療・高齢者福祉

サービス機能 

体育スペース、 

トレーニング室 

ホール、練習室 

特別教室（工芸室

等）、体育館 

会議スペース 

保育室 

子育て支援機能

（一時預かり等） 

 コミュニティ形成の拠点施設としての機能向

上（地域との連携強化） 

 市民利用施設の集約化による市民・利用者の利

便性向上 

 共同事業の実施など、複合施設間での連携強化

によるサービス向上 

 静穏が必要な

施設の環境確

保など、各施

設の特性を踏

まえた機能の

導入 

 

小学校 

中学校 

図書館・博物館 

高齢者福祉・ 

保健施設 

コミュニティ

関連施設 

保育園 

児童施設 

図書室、視聴覚室 

医療・高齢者福祉

サービス機能 

多目的スペース、

会議室、音楽室 

保育室 

子育て支援機能

（一時預かり等） 

 地域に開かれた学校や生涯学習の拠点として

の機能向上 

 学校施設の一部共用による地域サービスの効

率化（体育館、特別教室など） 

 多世代交流による児童・生徒への教育上の効果

（児童施設、福祉関連施設など） 

 コミュニティ形成の拠点施設としての機能向

上（地域との連携強化） 

 児童・生徒へ

の教育上の影

響への配慮 

 学校のセキュ

リティの確保 

庁舎等 図書館・博物館 

高齢者福祉・ 

保健施設 

コミュニティ

関連施設 

スポーツ施設 

 

文化施設 

保育園 

児童施設 

図書室、視聴覚室 

医療・高齢者福祉

サービス機能 

多目的スペース、

会議室、音楽室 

体育スペース、 

トレーニング室 

ホール、練習室 

保育室 

子育て支援機能

（一時預かり等） 

 各種窓口サービスと市民利用施設の集約化に

よる市民・利用者の利便性向上 

 複合整備に伴う防災機能の強化 

（例：福祉機能を有する施設との複合化による

避難所機能の向上など） 

 

 庁舎等の執務

環境やセキュ

リティの確保 
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22）保全の推進  

公共施設再編方針における「基本方針」及び「施設類型別再編方針」に基づき、新規整備

の抑制、施設の複合利用、総量規制、多目的利用等により、既存施設の有効活用を図るため、

財政負担の軽減を図りながら施設の保全・長寿命化に取り組むものとする。  

 

①目標耐用年数の設定 

計画的な予防保全を行うためには、目標耐用年数を設定することが必要である。日本建築

学会「建築物の耐久計画に関する考え方」によれば、鉄筋コンクリート造の主要な建物の目

標耐用年数は 50～80年とされている。 

これをもとに、戸田市の公共施設の目標耐用年数を 80年と設定する。ただし、個別の建物

の劣化の進行は異なり、建物によっては 80年より早期に寿命を迎える建物も存在すると思わ

れる。そこで、建築後 45～50年を迎えた建物について、健全度調査を実施し、コンクリート

中性化の進行等を確認する。診断の結果、健全であると判断されるものは引き続き 80年の耐

用年数を目指していく。健全度が万全でないと判断された建物は、計画的な補強や建替え、

廃止を検討する。 

 

 

０年                 45～50年       60年       80年 

新築                 健全度調査      解体・更新    解体・更新 

 

× 

○ 

 

図 4-3 健全度調査と耐用年数 

 

②費用削減・平準化の実現 

財政的な視点から長期的に保全にかかる各年度の経費を縮減させていくとともに、各年度

の予算を平準化していくことが重要である。そのために、保全にかかる工事費そのものを縮

減しながら、計画的に保全を行うことにより突発的かつ過大な規模の改修を抑えていく必要

がある。また、予防保全により公共施設の耐用年数を延ばし、建替えの回数を減らすことで、

費用削減を図ることが重要である。 
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【施設の複合化により期待される効果・留意点など】 

施設 

類型 

複合化が 

期待される 

主な施設類型 

 

複合化の効果 
複合化を行う

上での留意点 （諸室・機能の例） 

共通事項 － －  敷地（公有財産）の有効活用 

 共用部や一部諸室の共用等による施設規模の

削減 

 人員の削減や設備等の共用管理など、維持管

理・運営コストの削減 

 複合化によるスケールメリットの創出 

 施設範囲、管

理区分の明確

化 

 複合施設間の

管理体制の明

確化 

 各施設での防

犯機能の確保 

コミュニティ 

関連施設 

図書館・博物館 

高齢者福祉・保

健施設 

スポーツ施設 

 

文化施設 

小学校 

中学校 

庁舎等 

保育園 

児童施設 

図書室、視聴覚室 

医療・高齢者福祉

サービス機能 

体育スペース、 

トレーニング室 

ホール、練習室 

特別教室（工芸室

等）、体育館 

会議スペース 

保育室 

子育て支援機能

（一時預かり等） 

 コミュニティ形成の拠点施設としての機能向

上（地域との連携強化） 

 市民利用施設の集約化による市民・利用者の利

便性向上 

 共同事業の実施など、複合施設間での連携強化

によるサービス向上 

 静穏が必要な

施設の環境確

保など、各施

設の特性を踏

まえた機能の

導入 

 

小学校 

中学校 

図書館・博物館 

高齢者福祉・ 

保健施設 

コミュニティ

関連施設 

保育園 

児童施設 

図書室、視聴覚室 

医療・高齢者福祉

サービス機能 

多目的スペース、

会議室、音楽室 

保育室 

子育て支援機能

（一時預かり等） 

 地域に開かれた学校や生涯学習の拠点として

の機能向上 

 学校施設の一部共用による地域サービスの効

率化（体育館、特別教室など） 

 多世代交流による児童・生徒への教育上の効果

（児童施設、福祉関連施設など） 

 コミュニティ形成の拠点施設としての機能向

上（地域との連携強化） 

 児童・生徒へ

の教育上の影

響への配慮 

 学校のセキュ

リティの確保 

庁舎等 図書館・博物館 

高齢者福祉・ 

保健施設 

コミュニティ

関連施設 

スポーツ施設 

 

文化施設 

保育園 

児童施設 

図書室、視聴覚室 

医療・高齢者福祉

サービス機能 

多目的スペース、

会議室、音楽室 

体育スペース、 

トレーニング室 

ホール、練習室 

保育室 

子育て支援機能

（一時預かり等） 

 各種窓口サービスと市民利用施設の集約化に

よる市民・利用者の利便性向上 

 複合整備に伴う防災機能の強化 

（例：福祉機能を有する施設との複合化による

避難所機能の向上など） 

 

 庁舎等の執務

環境やセキュ

リティの確保 
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22）保全の推進  

公共施設再編方針における「基本方針」及び「施設類型別再編方針」に基づき、新規整備

の抑制、施設の複合利用、総量規制、多目的利用等により、既存施設の有効活用を図るため、

財政負担の軽減を図りながら施設の保全・長寿命化に取り組むものとする。  

 

①目標耐用年数の設定 

計画的な予防保全を行うためには、目標耐用年数を設定することが必要である。日本建築

学会「建築物の耐久計画に関する考え方」によれば、鉄筋コンクリート造の主要な建物の目

標耐用年数は 50～80 年とされている。 

これをもとに、戸田市の公共施設の目標耐用年数を 80年と設定する。ただし、個別の建物

の劣化の進行は異なり、建物によっては 80年より早期に寿命を迎える建物も存在すると思わ

れる。そこで、建築後 45～50年を迎えた建物について、健全度調査を実施し、コンクリート

中性化の進行等を確認する。診断の結果、健全であると判断されるものは引き続き 80年の耐

用年数を目指していく。健全度が万全でないと判断された建物は、計画的な補強や建替え、

廃止を検討する。 

 

 

０年                 45～50年       60年       80年 

新築                 健全度調査      解体・更新    解体・更新 

 

× 

○ 

 

図 4-3 健全度調査と耐用年数 

 

②費用削減・平準化の実現 

財政的な視点から長期的に保全にかかる各年度の経費を縮減させていくとともに、各年度

の予算を平準化していくことが重要である。そのために、保全にかかる工事費そのものを縮

減しながら、計画的に保全を行うことにより突発的かつ過大な規模の改修を抑えていく必要

がある。また、予防保全により公共施設の耐用年数を延ばし、建替えの回数を減らすことで、

費用削減を図ることが重要である。 
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③部位別の更新時期についての考え方 

「建築物のライフサイクルコスト 平成 31年版」（（財）建築保全センター）における部位、

更新周期等を参考にしながら設定する。施設の機能が長期にわたり保たれるよう、経年劣化

による建築物への影響が大きい部位については、計画的な予防保全を基本とし、経年による

建築物への影響が少ない部位については、事後保全とするなど効率的な保全を行う。 

予防・計画保全とすべき部位の改修については、築年数に応じて実施する予防保全や再生

整備メニューに盛り込むべき工事として整理する。 

 

表 4-1 建築物のライフサイクル 

大項目 中項目 
改修の目安

(年） 
方針 

躯体  60～80 築45～50年目の健全度調査結果による 

建築 
（外部） 

屋根・屋上 10～20 予防保全とし改修で対応する 
外部階段 10～20 予防保全とし改修で対応する 
外壁 10～20 予防保全とし改修で対応する 
外部建具 10～20 予防保全とし改修で対応する 

建築 
（内部） 

壁 10～30 予防保全とし改修で対応する 
床 10～30 予防保全とし改修で対応する 
天井 10～30 予防保全とし改修で対応する 

電気設備 高圧設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
変電設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
自家発電 10～25 予防保全とし改修で対応する 
無停電設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
直流電源設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
中央監視 10～25 予防保全とし改修で対応する 
火災報知設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
幹線・配電設備 15～30 予防保全とし改修で対応する 
照明 15～20 予防保全とし改修で対応する 

空調設備 温水器 15～30 予防保全とし改修で対応する 
冷凍機 15～30 予防保全とし改修で対応する 
冷却塔 15～30 予防保全とし改修で対応する 
配管類 15～30 予防保全とし改修で対応する 
ダクト類 15～30 予防保全とし改修で対応する 
空調機 15～20 予防保全とし改修で対応する 
冷暖房ユニット 15～20 予防保全とし改修で対応する 
送風機 15～20 予防保全とし改修で対応する 
排煙設備 15～20 予防保全とし改修で対応する 

給排水衛生 
設備 

屋内給水設備 受水槽 
（ポンプ含む） 

30～40 予防保全とし改修で対応する 

 高架水槽 30～40 予防保全とし改修で対応する 
消火設備（ポンプ含む） 8～20 予防保全とし改修で対応する 
給湯器 10～20 予防保全とし改修で対応する 
ボイラ 15～30 予防保全とし改修で対応する 
配管類 15～40 予防保全とし改修で対応する 
衛生器具 15～30 予防保全とし改修で対応する 

昇降設備 昇降設備 17～30 予防保全とし改修で対応する 

第４章 方針の推進に向けて 

44 

3）PPP/PFI手法導入の推進 

将来的な財政負担の軽減に向けては、施設の効率的・効果的な改修・更新や維持管理・運

営を行っていく必要があるが、行政側のみでの対応には限界があると考えられる。よって、

公共施設再編方針に基づく今後の個別事業の実施に当たっては、各事業の特性等を踏まえ、

「戸田市 PPP/PFI 手法導入優先的検討規程」に基づき、下記に示す PPP 等の手法の導入を優

先的に検討していくことで、民間事業者等多様な主体の資金・ノウハウを積極的に活用して

いくものとする。 

 

【施設の整備（改修・更新等）における PPP/PFI手法の導入の例】 

事業方式の例 概要 

PFI方式 公共施設の整備・維持管理・運営の長期包括的委託により民間ノウハウや民

間資金の活用を図る。 

定期借地方式 統廃合後の跡地などの公有地について民間事業者に定期借地を行うことで、

公有財産の有効活用や、公共施設と民間施設との併設による賑わいの創出等

を図る。 

コンセッション

方式 

事業収入を有するインフラ施設等を対象に、民間事業者が行政から公共施設

等の運営権を取得し、整備・維持管理・運営を行うことで民間ノウハウの活

用を図る。 

設計・施工一括

発注方式 

設計・施工を一体的に民間に委ねることで整備段階での民間ノウハウの活用

を図る。 

民間提案制度の

活用 

市の実施事業を対象に、民間や市民団体等から提案を受けることで効率的・

効果的な公民連携を図る。 

 

【施設の維持管理・運営における PPPの導入の例】 

事業方式の例 概要 

指定管理者制度 市民利用施設等の公の施設における維持管理・運営段階での長期包括的委託

により民間ノウハウの活用を図る。 

包括管理委託 インフラ施設等における維持管理・運営段階での民間への長期包括的委託に

より民間ノウハウの活用を図る。 

民営化 公共施設の民間施設への転用や代替的な民設サービスの導入により公民連携

を推進する。 

市民参加による

維持管理・運営 

市民利用施設等について、市民団体等とのパートナーシップにより、協働で

維持管理・運営を実施する。 

4）施設使用料の見直し 

施設の使用料については、コミュニティ関連施設等、スポーツ施設、文化施設等の市民利

用施設において年間コストに対する使用料割合が低水準（概ね１～２割程度）であることや、

施設類型別や個別施設単位での設定金額や使用料の有無の取り扱いの基準が統一されていな

いことを踏まえ、受益者負担の適正化に向けて、使用料の見直しに取り組むものとする。 

 使用料の見直しに当たっては、施設の維持・更新に必要なコストや、市場性・収益性を踏

まえた上で、検討を進めていくものとする。 
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③部位別の更新時期についての考え方 

「建築物のライフサイクルコスト 平成 31年版」（（財）建築保全センター）における部位、

更新周期等を参考にしながら設定する。施設の機能が長期にわたり保たれるよう、経年劣化

による建築物への影響が大きい部位については、計画的な予防保全を基本とし、経年による

建築物への影響が少ない部位については、事後保全とするなど効率的な保全を行う。 

予防・計画保全とすべき部位の改修については、築年数に応じて実施する予防保全や再生

整備メニューに盛り込むべき工事として整理する。 

 

表 4-1 建築物のライフサイクル 

大項目 中項目 
改修の目安

(年） 
方針 

躯体  60～80 築45～50年目の健全度調査結果による 

建築 
（外部） 

屋根・屋上 10～20 予防保全とし改修で対応する 
外部階段 10～20 予防保全とし改修で対応する 
外壁 10～20 予防保全とし改修で対応する 
外部建具 10～20 予防保全とし改修で対応する 

建築 
（内部） 

壁 10～30 予防保全とし改修で対応する 
床 10～30 予防保全とし改修で対応する 
天井 10～30 予防保全とし改修で対応する 

電気設備 高圧設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
変電設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
自家発電 10～25 予防保全とし改修で対応する 
無停電設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
直流電源設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
中央監視 10～25 予防保全とし改修で対応する 
火災報知設備 10～25 予防保全とし改修で対応する 
幹線・配電設備 15～30 予防保全とし改修で対応する 
照明 15～20 予防保全とし改修で対応する 

空調設備 温水器 15～30 予防保全とし改修で対応する 
冷凍機 15～30 予防保全とし改修で対応する 
冷却塔 15～30 予防保全とし改修で対応する 
配管類 15～30 予防保全とし改修で対応する 
ダクト類 15～30 予防保全とし改修で対応する 
空調機 15～20 予防保全とし改修で対応する 
冷暖房ユニット 15～20 予防保全とし改修で対応する 
送風機 15～20 予防保全とし改修で対応する 
排煙設備 15～20 予防保全とし改修で対応する 

給排水衛生 
設備 

屋内給水設備 受水槽 
（ポンプ含む） 

30～40 予防保全とし改修で対応する 

 高架水槽 30～40 予防保全とし改修で対応する 
消火設備（ポンプ含む） 8～20 予防保全とし改修で対応する 
給湯器 10～20 予防保全とし改修で対応する 
ボイラ 15～30 予防保全とし改修で対応する 
配管類 15～40 予防保全とし改修で対応する 
衛生器具 15～30 予防保全とし改修で対応する 

昇降設備 昇降設備 17～30 予防保全とし改修で対応する 
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3）PPP/PFI手法導入の推進 

将来的な財政負担の軽減に向けては、施設の効率的・効果的な改修・更新や維持管理・運

営を行っていく必要があるが、行政側のみでの対応には限界があると考えられる。よって、

公共施設再編方針に基づく今後の個別事業の実施に当たっては、各事業の特性等を踏まえ、

「戸田市 PPP/PFI 手法導入優先的検討規程」に基づき、下記に示す PPP 等の手法の導入を優

先的に検討していくことで、民間事業者等多様な主体の資金・ノウハウを積極的に活用して

いくものとする。 

 

【施設の整備（改修・更新等）における PPP/PFI手法の導入の例】 

事業方式の例 概要 

PFI方式 公共施設の整備・維持管理・運営の長期包括的委託により民間ノウハウや民

間資金の活用を図る。 

定期借地方式 統廃合後の跡地などの公有地について民間事業者に定期借地を行うことで、

公有財産の有効活用や、公共施設と民間施設との併設による賑わいの創出等

を図る。 

コンセッション

方式 

事業収入を有するインフラ施設等を対象に、民間事業者が行政から公共施設

等の運営権を取得し、整備・維持管理・運営を行うことで民間ノウハウの活

用を図る。 

設計・施工一括

発注方式 

設計・施工を一体的に民間に委ねることで整備段階での民間ノウハウの活用

を図る。 

民間提案制度の

活用 

市の実施事業を対象に、民間や市民団体等から提案を受けることで効率的・

効果的な公民連携を図る。 

 

【施設の維持管理・運営における PPPの導入の例】 

事業方式の例 概要 

指定管理者制度 市民利用施設等の公の施設における維持管理・運営段階での長期包括的委託

により民間ノウハウの活用を図る。 

包括管理委託 インフラ施設等における維持管理・運営段階での民間への長期包括的委託に

より民間ノウハウの活用を図る。 

民営化 公共施設の民間施設への転用や代替的な民設サービスの導入により公民連携

を推進する。 

市民参加による

維持管理・運営 

市民利用施設等について、市民団体等とのパートナーシップにより、協働で

維持管理・運営を実施する。 

4）施設使用料の見直し 

施設の使用料については、コミュニティ関連施設等、スポーツ施設、文化施設等の市民利

用施設において年間コストに対する使用料割合が低水準（概ね１～２割程度）であることや、

施設類型別や個別施設単位での設定金額や使用料の有無の取り扱いの基準が統一されていな

いことを踏まえ、受益者負担の適正化に向けて、使用料の見直しに取り組むものとする。 

 使用料の見直しに当たっては、施設の維持・更新に必要なコストや、市場性・収益性を踏

まえた上で、検討を進めていくものとする。 
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